J. H. Clapham, An Economic History of Modern Britain, vol. 3, Machines and National Rivalries ( 1887-1914), with an Epilogue (1914-1929), Outline, Chap. 4 by Ichinose, Atsushi
－83－

























































































































































































































































































































































ルLloyd and Lloyd of Birminghamと合併して，ステュアーツ・アンド・ロイズ（Stewarts and Lloyds）を創
設した。また1895年には，ソルヴェイ法による効率的なソーダ製造者であったチェシャーのブルナー＝モ
ンド社（Brunner, Mond and Co.：常に，塩連盟や連合アルカリと対比されていた）が，長期に亘る一連の
企業吸収を開始した。吸収は，同社の製造法と同様に成功した。
　1896年秋に，ロンドン石炭商業関係の八つの企業が，その代表格であるウィリアム・コーリー父子商会










































強力な「ブラッドフォード染色業者協会」（the Bradford Dyers Association：Bradford Dyers）も出現していた。
これはヨークシャー，ランカシャーの22の反物染色企業を構成員としており，資本金は475万ポンドだっ
た。さらに大規模な「上質綿紡糸・合糸協会」（Fine Cotton Spinners and Doublers Association：Fine Spinners）
もこの年に結成された。当初資本金は675万ポンドで，40社を統合していた。同社は最良のエジプト綿を
紡いで，最も仕事に厳しい綿糸使用者（縫糸製造者を含む）に供給していた。　
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J. H. クラパム『近代イギリス経済史　第３巻　第４編　機械と国家間抗争　1887－1914 年　付：エピローグ，1914－1929 年』要綱，第４章
限会社だった。
　ABC以後では，1885年に「内国および植民地商業協会」（the Home and Colonial Trading Association：




た。1893年に設立された「メイポール酪農社」（the Maypole Dairy Company）もほぼ同様で，1910年頃に
は資本金100万ポンド，店舗数600になっていた。
　肉販売連鎖店イーストマンの場合は，異なっている。当初，1889年にNYの輸出業者とブリテンの流通


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































これにコートールドが加わる。1904年には個人名を冠した形（Samuel Courtauld and Co.）で公衆の前に姿
























J. H. クラパム『近代イギリス経済史　第３巻　第４編　機械と国家間抗争　1887－1914 年　付：エピローグ，1914－1929 年』要綱，第４章
石油会社が定期的なタンカー船団を保有するようになるのは，90年代後半以降のことである。1896⊖1902
年間に，それを実現したのはアングロ・アメリカン石油会社（Anglo American Oil Company：AAOC：スタ
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Das Englischen Bankwesen, 1904, p.191）。その通りになり，闘争は支店の重複などの無駄を生み出した。
　しかし，そういう勢力拡大闘争に対する活発な反対運動は，マンチェスターやリヴァプールのような綿





























































































J. H. クラパム『近代イギリス経済史　第３巻　第４編　機械と国家間抗争　1887－1914 年　付：エピローグ，1914－1929 年』要綱，第４章
からBOEは貸出利率を引き上げたが，効果は迅速だった。翌年１月にも同様のことが繰り返された。1911
年７月には，BOE総裁が，BOE理事達と交換所加盟銀行の代表とが四半期ごとに会合を持つと公表した。
当初，総裁は，協議を要するような重大事件が起こるのは稀だろうと考えていた。しかし３年ほど後には，
協議対象とすべき多数の重大事件が生じたわけである。このように，中央銀行と民間銀行との関係は密に
なり，ブリテンの銀行制度が従来より統一性を持つようになった。
（株式会社とブリテン社会）　
　ほぼ全ての銀行業分野を占拠し終えて，株式会社はブリテン産業・商業の日々の活動に必要な経済領域
をほぼ完全に征服した。尤も，土地そのもの，および公共体が保有している道路等は別である。
　大規模な産業企業の大部分も小規模企業の多くも，1914年までには有限化されていた。商業関連では，
大規模な輸出企業や海運業者にパートナーシップ組織を残しているものもあったが，全体的には，こうい
う非株式会社の商企業の重要性は減じていた。大産業企業やコンバイン，また連鎖店の台頭が一因だろう。
例えば，連鎖店は直接に生産者と交渉した。また，或る産業や産業部門では，生産と流通とが常時的に結
合されていた。輸出においてさえ，コーツ，リスター，アームストロング，ITCなどは，Fine Spinnersや
Bradford Dyersと異なって，海運業者をあまり雇わなかった。
　ブリテンの株主の数を確定するのは，難しい。300万人の加盟員を擁する協組の出資者をも含むならば，
それは益々困難になる。1914年には多分，約90万人の鉄道株主と30万人の銀行株主が居た。12年後には，
商工企業のうち最大７社に，合計38万5500人の株主が居た。ITCの10万7000人に始まって，ヴィッカーズ
社７万人，最後のキュナード社は１万4000人という具合だった。協組出資者と真正の株式会社株主との間
には，あまり重複はなかった。株式会社株主相互間では，重複が多かった。多分，株主という名に値する
株主の数は，1913⊖14年の所得税納入者（100万人もしくはそれ以上）より多くはなかっただろう。確実に
言えることは，せいぜい，株主グループの数は協組加盟員グループの数よりも，おそらくかなり小さいだ
ろう，という程度にとどまる。
　現場に居ない株主の法的所有と，理事・マネージャー等の雇われ人による実質的支配との間のギャップ
は誰もが気づき，大部分の人々が歎いていることだった。一般的な有限責任時代の巨大ビジネスは，通常，
官僚的な組織を発達させた。官僚制的な硬直性を避けようとすれば，国家の事例に（とくに失敗例）から
学ばねばならなかった。とくに，管理者達をいかに求人していかに育てるかが問題だった。
　半世紀のうちに私的組織が株式組織にシフトしたことはたしかに重要だが，誇張も感心しない。1907年
の法によって，ついに認められた私会社（private company）の正規的登場とそれまでの実質上の存続，お
よび法制化後の広範な利用とは，私会社がいかにブリテンの事業習慣や条件に適合してきたかを示してい
る。私会社では，所有と経営の分離や，人間性の欠けた官僚的運営を，最小限に抑えることができた。本
質的には，私会社は古くからの私的パートナーシップに酷似している。このタイプの組織を正規化し改良
するために，法の改革者達は大陸の合資会社（partnership en commandite）を100年近くもの間，推奨してきた。
これは，活動的パートナーには無限責任を課し，無機能パートナーの責任は有限とするものだった。1907
年には，これに漸く法制化の道が開かれたのだ（Limited Partnerships Act）。しかし，私会社は，実際には
長きに亘って使用されてきた。私会社は，無機能株主には有限パートナーシップ（limited partnership）の
長所を与え，全株主の責任を有限にすることで，中心に座る活動的株主を惹きつけた。1909年までには全
国で２万4000，1914年までには５万ほどの私会社があった。私会社は財務情報を公刊する必要がなかった。
私会社が公開会社に転換することは可能であり，実際にも時折，生じた。上記５万の私会社の平均的資本
金額は不明だが，４万ポンドと２万ポンド強（同年の平均的協組の資本額）の間と推定してよいだろう。
－106－
一 ノ 瀬　　篤
のうちの１行は，イングランドにおける支店銀行制度のパイオニアだった。
　ランカシャーの反対は，ロンドンからの支配の他，官僚的で厳格な銀行運営や，競争のないスコットラ
ンド的な銀行制度になることを嫌ったためでもあった。スコットランドでは，銀行相互がまるで緊密な協
同作業を行っているかのようで，預金利率や貸付・割引利率，さらに諸手数料も均一的に決められていた。
ランカシャーは，こういう均一性を嫌いながらも，スコットランドの個人的事情を斟酌する貸出方法には
好意的で，とくにマンチェスターでは個人事情尊重の貸出が従来も行き渡っていた。
　合同運動は，まだ一律性や緊密協同を生み出してはいなかった。1909⊖10年には，地方の慣行はまだ多
様だった。とはいえ，たしかにロンドン慣行とでも言うべきものが広がる傾向はあった：当座勘定残高
には利子を付けない，貸出は注意深く審査された担保の裏付けなしには実行しない，など。ULSの頭取は
1909年に，地方では貸出に対して担保を要求することが慣行になってきたと述べ，その主要な理由として，
大銀行の厳格なルールばかりでなく，無限責任のパートナーシップが社債を抱えうる有限責任会社に転換
したことをも理由に挙げている。彼は「銀行家等の債権者の立場は，非常に異なってきた」と付言してい
るが，新たな状況（社債を発行する有限責任株式会社の普及）にかんする専門家の意見として重要だ。　
　株銀は，長年に亘って引受業務を行っていた。その先導者は，大部分の他のイノヴェーションの場合と
同様，スコットランド人だった。今や諸銀行は，より多くの引受業務を行っていた。というのも，その高
い地位と未払込資本の形で存在する巨額準備資産が，引受を非常に優良な授信手段にしたからである。手
形引受という分野における彼らの力は，多少異常なほどに増大した。というのは，個人引受業者に対して
銀行家として行動することによって，競争者である個人引受業者の仕事量を決定し得たからである。
　厳密に新規の機能（外為取引）が，1905年のLCMの外為部門開設によって始まった。1907年にはロンドン・
アンド・カウンティが続いた。1913年にはロイズがいっそう前進して，パリに支店を開いた。従来，外為
事業は金融商会（ﬁnance houses）や60ないし70ほどの外国銀行（クレディ・リヨネやドイッチェ・バンク
など）のロンドン事務所に委ねられていた。
（諸銀行とイングランド銀行）
　ブリテンの株銀制度は，徐々にながら，統一性を持つものになりつつあった。ベアリング危機の際に
BOE総裁が全金融界を協議のために招集したことが，その進路を示していた。1879年には，ロンバード街
の誰も，パニック時に資金援助や有益な情報をもって隣人を助けることはしない，と言われていたが，も
はやそういうことはなくなっていた。（例を挙げよう。）90年代後期に，バジョットを25年前に悩ませた銀行
準備の問題が，再び前面に立ち現れた：諸大銀行は，BOEの薄い現金・金準備だけに頼っていてよいのか？
答えは，遅くはあったが，1907年のアメリカ危機の後にやってきた。この時，60日のうちにアメリカはロ
ンドンから1,700万ポンド以上の金を引き出し，BOEは２週間以内にバンク・レートを4.5％から７％に引
き上げたのだった。1911年には，バークレイズ銀行の頭取が株主達に，前年にBOEは1896年以来では最高
額の金準備を保有していたことを思い出させていた。彼が語っていた時には，準備は200万ポンドだけ減
少していたが，彼は次のように付け加えた。「全ての大銀行が自らの金準備を大いに増加させてきた結果，
現金引出要求に応じうる額を超えて，数百万ポンドを保有している。緊急事態が生じたら，BOEの保有金
に加えて，株銀の保有するこの数百万ポンドが役立つだろう」。大部分の銀行は用心深く，この額を公表
しなかったが，LCMのホールデン頭取（前出）は，自行の現金庫等には800万ポンド（1914年の値）があ
ると公表した。（1910⊖14年のBOE金準備額は3,000万ないし4,000万ポンドだった。）
　数年前の1905年12月には，BOEは異例の措置を採っていた。対フランス為替相場の下落に関連して大陸
に金が流出したとき，BOEの理事達は交換所加盟銀行の主要メンバーに接近し，市場から余剰資金を吸収
して低利でBOEに預託するよう，協働を依頼したのだ。これは実行され，安易な借入は抑制された。それ
